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５ 条例案に対する意見の提出

地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例案

について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

20.6.26 一 般 社 団 法 人 及 改正内容 適当な改

び 一 般 財 団 法 人 １ 概要 正と考え

に 関 す る 法 律 等 一般社団法人及び一般財団法人に関する ます。

の 施 行 に 伴 う 関 法律等の施行に伴い、「公益法人」を「公

係 条 例 の 整 備 に 益的法人」に改めるとともに、法人の名称

関 す る 条 例 （ 意 に設立年月日等を加え、法人が特定される

見 の 対 象 は 、 こ よう整理したもの

の う ち 公 益 法 人 ２ 施行期日

等 へ の 職 員 の 派 平成 20 年 12 月１日

遣 等 に 関 す る 条

例 の 一 部 改 正 に

係る部分）

株 式 会 社 日 本 政 改正内容 適当な改

策 金 融 公 庫 法 等 １ 概要 正と考え

の 施 行 に 伴 う 関 株式会社日本政策金融公庫法等の施行に ます。

係 条 例 の 整 理 に より、国民生活金融公庫等４公庫が、公庫

関 す る 条 例 （ 意 の予算及び決算に関する法律から削除され

見 の 対 象 は 、 こ ることに伴い、同法の規定を引用している

の う ち 一 般 職 の 部分を整理するもの

職員の勤務時間、２ 施行期日

休 暇 等 に 関 す る 平成 20 年 10 月１日

条 例 及 び 市 町 村

立 学 校 職 員 の 勤

務 時 間 、 休 暇 等

に 関 す る 条 例 の

一 部 改 正 に 係 る

部分）
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

20.12.4 公 立 大 学 法 人 新 制定内容 適当なも

潟 県 立 大 学 へ の １ 概要 のと考え

職 員 の 引 継 ぎ に 平成 21 年４月に県立新潟女子短期大学 ます。

関する条例 が廃止され、公立大学法人新潟県立大学が

開設されることに伴い、現在の短期大学の

教員を公立大学法人の職員とするもの

２ 施行期日

平成 21 年４月１日

一 般 職 の 職 員 の 改正内容 適当な改

給 与 に 関 す る 条 １ 概要 正と考え

例 等 の 一 部 を 改 当委員会の勧告等に基づき、一般職の職 ます。

正する条例 員等の給与改定を行うもの

２ 内容

（１）諸手当

ア 通勤手当

自動車等使用者に係る支給月額の引

上げ

イ 初任給調整手当

医療職給料表㈠の適用を受ける職員

に 係 る 支 給 月 額 の 上 限 の 引 上 げ

（ 306,900 円→ 410,900 円）

ウ 義務教育等教員特別手当

支給月額の上限を引下げ

（ 20,200 円→ 15,900 円）

エ 定時制通信教育手当

支給割合の引下げ

オ 産業教育手当

支給割合の引下げ

カ 特殊勤務手当

教員特殊業務手当の改正

(ｱ) 「非常災害時等の緊急業務」「修

学旅行の引率業務等」「部活動指

導業務」に係る日額について倍増

(ｲ) 「非常災害時等の緊急業務」「部

活動指導業務」に係る日額につい

て、時間要件を細分化
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

（２）主幹教諭の設置

教育職給料表及び標準職務表に特２級

を追加するとともに、教職調整額、義務

教育等教員特別手当等の支給対象に主幹

教諭を追加

３ 施行期日

教員特殊業務手当の手当額倍増について

は平成 20 年 10 月１日

通勤手当の改定及び義務教育等教員特別

手当の改定については平成 21 年１月１日

その他については平成 21 年４月１日

県 立 新 潟 女 子 短 改正内容 適当な改

期 大 学 を 廃 止 す １ 概要 正と考え

る 条 例 （ 意 見 の 平成 21 年４月に県立新潟女子短期大学 ます。

対 象 は 、 こ の う が廃止され、公立大学法人新潟県立大学が

ち 一 般 職 の 職 員 開設されることに伴い、一般職の職員の給

の 給 与 に 関 す る 与に関する条例から「短期大学」を削除す

条 例 の 一 部 改 正 るもの

に係る部分） ２ 施行期日

平成 21 年４月１日

21.2.26 学 校 保 健 法 等 の 改正内容 適当な改

一 部 を 改 正 す る １ 概要 正と考え

法 律 の 施 行 に 伴 平成 21 年４月に学校給食法が改正され ます。

う 関 係 条 例 の 整 ることに伴い、市町村立学校職員の給与に

理 に 関 す る 条 例 関する条例で引用している条項を改正する

（意見の対象は、 もの

こ の う ち 市 町 村 ２ 施行期日

立 学 校 職 員 の 給 平成 21 年４月１日

与 に 関 す る 条 例

の 一 部 改 正 に 係

る部分）
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

公 益 的 法 人 等 へ 改正内容 適当な改

の 職 員 の 派 遣 等 １ 概要 正と考え

に 関 す る 条 例 の 派遣先団体に公立大学法人新潟県立大学 ます。

一 部 を 改 正 す る を加えるもの

条例 ２ 施行期日

平成 21 年４月１日

一 般 職 の 職 員 の 改正内容 適当な改

勤 務 時 間 、 休 暇 １ 概要 正と考え

等 に 関 す る 条 例 国家公務員の勤務条件を改定するための ます。

等 の 一 部 を 改 正 法律の施行より、国家公務員の１週間当た

する条例 りの勤務時間が 40 時間から 38 時間 45 分

に改正されること及び当委員会の報告等を

踏まえ、国と同様に職員の勤務時間を短縮

するとともに、所要の改正を行うもの

２ 施行期日

平成 21 年４月１日


